
IFAC-中小事務所アドバイ
ザリーグループ（SMP AG）
ニューヨーク会議報告

国際トレンディ

2025年 5 月12日及び13日、国際会
計士連盟（IFAC）・中小事務所アドバイ
ザリーグループ（Small and Medium 
Practices Advisory Group：SMP 
AG）の対面とウェブによるハイブリッド形
式の会議が開催され、メンバーである筆
者は対面で、また、テクニカル・アドバイ
ザーの新井雅幸会員はウェブで出席し
た。本稿では、本会議の概要を報告す
る。なお、SMP AGの会議は非公開であ
り、議題に関連する資料の公表も行われ
ておらず、限られた内容であることに留意
されたい。

はじめに1
年に 4 回開催されるSMP AGの会議

のうち、今回は 2 回目で、対面会議とし
ては 1 回目であった。数人のメンバーが
交代して初めての対面であり、昨年とは
異なる雰囲気の中で会議が開催された。
メンバーと出身国については、SMP AG
のウェブサイト参照 1 。

冒 頭、SMP AG委 員 長 のMonica 
Foerster氏から、前回会議議事録の承
認、SMP AGの2025年作業計画の進
捗報告及びアウトリーチ活動の実績及び
今後の計画などについて発表された。な
お、今回の会議の全体像については下
表のとおりである。

IESBAプロジェクトアップ
デート2

Section 2 では、IFAC CEOである
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アジェンダ項目
2025年5月12日（1日目） 2025年5月13日（2日目）

Section 1 オープニングセッション 15分 Section 7 IAASBワークプランアップ
デート 90分

Section 2 IFAC-IESBAサミットからの
アップデータ 55分 Section 8

IAASBアップデート　評価
したリスクに対応する監査人
の手続及び監査証拠

90分

Section 3 IESBAアップデート 90分 Section 9

ブランド認知とデジタル発信
力の構築：SMPにとって

「Thought Leadership Plat-
form」は有益か

45分

Section 4 データによるSMP AGの成
果の把握 60分 Section 10 未来のリーダーの育成

（グループディスカッション） 120分

Section 5
ビジネスヘルスチェックリス
ト for SMEs

（グループディスカッション）
105分 Section 11 EOTを通じた価値の共有：あ

る実務家の歩み 40分

Section 6
SMPがクライアントのテクノロ
ジー環境について関わるべき
理由

60分



るとのことである。

データによるSMP AGの
成果の把握3

このセッションでは、SMP AGが作成
する各種資料（チェックリスト、ガイドライ
ン、ディスカッションペーパーなど）の有用
性とそのグローバルな影響力をいかに把
握・向上させていくかが議論された。対
象は、世界中の中小事務所であり、現状
の課題、既存データの分析、そして可視
性と利用促進に向けた提言が取り上げら
れた。

IFACチームは、現在の広報戦略とし
て以下のチャンネルを活用している。
・　IFAC公式ウェブサイト
・　LinkedIn（最も効果的と考えられ

ている。）
・　隔週のニュースレター
・　年 2 回発行の中小事務所向け通信
・　IFAC役員や職員からの直接的な

メール
最も人気のあるコンテンツには、デジタ

ルトランスフォーメーションチェックリストや
サステナビリティ関連のツールが含まれる
が、しかし、これらの資料が各国の会計
士団体（PAO）を通じて配布されると、
最終的な利用状況の追跡が困難となる。
中には、IFACの資料を独自にブランドを
変えて再配布する団体もあり、正確な効
果測定ができないという問題が認識され
ている。これを改善するために、最近では

「ゲート付きコンテンツ」（閲覧には基本
情報の入力が必要）を一部導入し、地理
情報や連絡先を得られる一方で、特に利
用意欲の低いユーザーにとってはアクセ
スの障害となる可能性もある。

また、グローバルな利用状況には大き
な偏りがあり、例えば情報過多に悩む国
もあれば、逆に情報へのアクセスがきわ
めて限られている国もある。言語の壁も

大きく、非英語圏では利用が制限される
ケースが多く、翻訳ニーズは非常に高い
とされている。なお、IFACのウェブサイト
へのアクセス数ランキングでは、非英語
圏の中で日本の順位は高い方であった。

このような状況において、メンバーから
は以下の提案がなされた。
・　メッセージを簡素化し、PAOがすぐ

に使える宣伝材料（スライド、メールテ
ンプレートなど）を提供する。

・　既存資料を再構成し、コンテンツの
寿命を延ばす。

・　専門家や「アンバサダー」を活用し、
自然な形での情報拡散を促進する。

・　分析データに基づき、エンゲージメン
トが低い地域にターゲットを絞った施策
を展開する。

・　一部コンテンツは自由にアクセス可
能にし、より詳細な内容はゲート付き
とするハイブリッド型の提供モデルを
採用する。

・　PAOのウェブサイトとより強く連携
し、ブランド一貫性とトラッキング精度を
向上する。
セッションを通じて、「戦略的・対象別・

柔軟な広報アプローチ」が必要であると
いう共通認識が得られ、アクセス性とト
ラッキング精度のバランス、グローバルな
統一性と地域ごとの適応、そして継続的
な改善とインパクトの可視化が今後の成
功の鍵であり、IFACとPAOが協力し、
ユーザーにとって使いやすく、成果が測
定可能なリソース提供体制を構築してい
くことが、中小事務所支援における次の
ステップとして重要である。

ビジネスヘルスチェックリ
スト for SMEs4

このツールは、事業承継、人事、ＩＴ、サ
ステナビリティ、経営戦略などの分野で、
顧客との対話を促進し、付加価値サービ

Lee White氏から、IFAC及び国際会
計士倫理基準審議会（IESBA）が国際
監査・保証基準審議会（IAASB）と共同
で2025年 4 月に開催したマルチ・ステー
クホルダーサミットの概要が報告された。こ
のサミットでは、サステナビリティ報告の保証
に関する国際倫理基準であるIESSA 2

について、その複雑さと適用可能性に関
して実務家が提起した懸念に焦点が当て
られ、基準設定プロセスにおいて実務家
の声をよりバランスよく反映させる必要性
が強調されたとのことである。詳細は
IFACのプレスリリース 3を参照いただき
たい。

また、Section 3 では、IESBAボード
メンバーであるSaadiya Adam氏から、
IESBAが現在進めているプロジェクトの
アップデートがあり、その後、質疑応答が
行われた。印象的であったのは、Firm 
Culture and Governanceプロジェク
トである。同プロジェクトは、Firmレベル
での倫理的行動を取り上げ、行動に影響
を与えるために規範をどのように強化す
べきかの検討を目的に活動しているが、
世界的なアウトリーチから広範なフィード
バックが寄せられ、拡張性や不必要な負
担の回避の必要性が強調されたとのこと
である。この点について各国メンバーか
らは、ISQM 1 との重複の可能性を含
め、中小事務所に対して、大規模なFirm
と同程度の水準の対応を求めることが、
はたしてどこまで現実的かつ効果的であ
るのかに関して疑問が呈され、今後の
IESBAのボードミーティングでの検討が
要請された。その他、サステナビリティ報
告の保証に関しては、IESSA Imple-
mentation Monitoring Advisory 
Group （IIMAG）が設立され、今後は
IESSAの導入をモニタリングし、IESBA
に対して導入上の課題や対処方法に関
する洞察やフィードバック、提言がなされ
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スの可能性を引き出すことを目的としてお
り、ニュージーランドから参加しているメン
バーのBaubre Murray氏が、自国での
利用実績を紹介し、4 つの小グループに
分かれて、内容、目的及び実用性につい
て多角的な意見交換が行われた。日本
でも東京商工会議所における中小企業
活力向上プロジェクト アドバンスプラスの
中で、類似のチェックシートが公開されて
いる4 。

メンバーからの意見として、このチェック
リストを、固定的な診断ツールではなく、
柔軟なガイドとして活用すべきであり、い
わば「質問書」として、顧客の規模、成熟
度、業種、国や地域の法制度に応じて調
整可能なツールとして捉えるべきである
とのコメントがあった。このツールのみで
会計事務所をアドバイザリー型に転換さ
せるものではないが、顧客の潜在的な
ニーズを発見し、新たなサービス機会を
見出すきっかけ作りにはなると評価され、
また「ビジネスの健康診断」としての位置
づけが好意的に受け止められ、対話の
ハードルを下げる手段としても有用である
との意見もあった。

中小事務所がクライアント
のテクノロジー環境につい
て関わるべき理由

5
Doug LeBahn氏はCoachbar.io 5

の創業者であり、会計事務所のテクノロ
ジー・アドバイザリー業務を支援するため
のツール「AppVentory」を開発した。
初日の最終セッションでは、中小事務所
が顧客のテクノロジーについて積極的に
関与するべき理由について焦点が当てら
れた。

テクノロジーへの投資と企業パフォー
マンスとの関係について説明され、多くの
企業が多額の技術投資をしているにもか
かわらず、支出が効果的な活用につな

がっていない現実があると指摘された。
成功している企業は、必要に応じた「適
正規模のテクノロジー」を導入しており、
こうした戦略的な選定の有無が「テクノロ
ジー格差」を生んでいる。
「AppVentory」はこのギャップを埋

めるために設計されており、企業内で使
用されているアプリケーションの「可視
化」、「利用状況」、「効果」を評価する。
シングルサインオンやCSVファイル、会計
システムなどからデータを取得し、「シャ
ドーIT（無許可で使用されているアプリ）」
の特定や改善提案に活用できる。

また、会計事務所が提供できる以下 3
つのテクノロジー・アドバイザリーサービ
スのレベルも紹介された。
1 ．基本アドバイザリー：顧客の技術使

用状況に関する観察・提案を提供
2 ．紹介型アドバイザリー：特定のツー

ルを推奨し、提携による収益を得る
3 ．包括的アドバイザリー：監査や実装
を含む技術プロジェクトを直接提供
小規模な会計事務所にも有効であり、

5 人から10人規模の事務所でさえソフト
ウェアの 重 複 等 の 非 効 率 がみられ、

「AppVentory」によって内部の最適化
と、外部顧客へのアドバイスの両面で価
値を生み出せるとしている。

倫理的な配慮に関しては、「AppVen-
tory」自体がソフトウェアを推薦すること
はなく、情報の集約と分析に特化してい
ると説明され、各事務所が自ら「承認済
みアプリ」を定義することで、コンプライア
ンスや顧客対応の面でも最適化が可能
となる。

このツールは世界中で利用可能で、
ヨーロッパ、アフリカ、ラテンアメリカなど
様々な地域で導入が進んでおり、中小事
務所だけでなく大手企業にも対応して
いる。

プレゼンテーションの締めくくりでは、中

小事務所がテクノロジーを通じて顧客と
関わることで、効率や収益性だけでなく、
信頼や満足度の向上、そして顧客との長
期的な関係強化につながることが強調さ
れた。これにより中小事務所は、単なる
財務支援者から、より戦略的なビジネスア
ドバイザーとしての役割を担うことがで
きる。

最後に、現在実施中の「中小企業向
けサステナビリティ調査」と、近く公開予
定のデジタル版チェックリストについての
案内があり、中小事務所が顧客とサステ
ナビリティについて対話を深めるための新
たなツールとして紹介された。

IAASBプロジェクトアップ
デート6

Section 7では、IAASBシニアディレ
クターであるWil l ie Botha氏 から、
2024年から2027年にかけてのIAASB
の作業計画について最新情報が提供さ
れ、先日公開されたISSA5000の導入を
含むサステナビリティ報告の保証や、監
査領域におけるテクノロジーの利用に重
点を置くことが強調された。また、Sec-
tion 8では、IAASBディレクターである
Kalina Shukarova氏等から監査証拠
及びリスク対応に関するIAASBプロジェ
クト概要の説明があった。いずれも詳細
はIAASBテクニカル・アドバイザーであ
る甲斐幸子氏からの報告 6にもあるので
省略し、ここでは会議概要をお伝えする。

議論に特に多くの時間が割かれたの
は、SMP AGにも大きく影響すると思わ
れる、監査証拠及びリスク対応の領域で
あった。重要な虚偽表示リスクを識別し
ていないが重要性のある取引種類、勘定
残高又は注記事項に対しても実証手続
を立案し実施することを求める現行基準
について、リスク評価手続の詳細化や内
部統制の検証による代替可否を含め、実
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証手続を要求することの継続要否に関し
て、各国メンバーから様々な意見が交わ
された。

ブランド認知とデジタル発
信力の構築7

このセッションでは、中小事務所が自身
の価値を効果的に伝えるためにソート・
リーダーシップ（Thought Leader-
ship）をどのように活用できるかをテーマ
として、TJ Ghostwri t ing創 設 者 の
Torunn Jegleim氏から説明があった。

中小事務所が直面する課題として、中
小事務所が提供する専門性は、潜在顧
客にとって事前に評価しにくい無形の
サービスであり、従来の紹介や口コミは信
頼性はあるが、時間がかかり不安定で成
長に限界がある。そこで、より広範な潜
在顧客に価値を伝えるための手段として
ソート・リーダーシップが注目されている。

ソート・リーダーシップとは、実際に役
立つ知見を一貫して発信することであり、
自分語りや実績の紹介ではなく、読者や
見込み顧客が「役に立つ」と感じる実践
的な情報や視点を提供することに意義が
ある。優れたソート・リーダーシップは、単
なる情報共有にとどまらず、読者の思考
や行動を前進させる内容であり、信頼を
構築し助けになることが重要である。

日本ではあまり利用されていないかもし
れないが、LinkedInは専門サービス業
にとって最も効果的な発信プラットフォー
ムとされており、信頼構築、リーチ拡大あ
るいは会話のきっかけ作りに適していると
されている。またメールリストを構築する
とSNSに依存しない独自の接点を持つこ
とができ、蓄積された投稿や記事はデジ
タル資産として長期的に価値を生み出
す。完璧を目指すよりは、継続が大事で
あり、週 1 回の投稿からでも始めるべき

とされている。実用的なコンテンツの例と
しては以下が挙げられた。
・�　業界や分野に対する意見
・�　実践的なハウツーガイド
・�　顧客事例
・�　トレンドや業界分析
・�　業務の裏側や日常の紹介等

その他8
Sect ion 10では、小グループに分か

れて、中小事務所が将来のリーダーをど
のように見出し、育成していくかが議論さ
れた。主な戦略としては、メンター制度、
明確なキャリアパスの提示、実際のリー
ダーシップ業務の任命などが挙げられ
た。重要な資質として、感情的知性、柔
軟性コミュニケーション力、戦略的思考が
協調され、日常業務や繁忙期での観察、
部門横断的なプロジェクトの経験を通じ
てリーダー候補を見極めることが大切で
あるとされた。リーダーシップの定義を技
術力にととめず、再構築する文化的変化
も必要とされ、今後のツールキットの開発
に活かすこととなった。

2 日目の最後のセッションでは、イギリ
スのテクニカル・アドバイザーであるPe-
ter Hollis氏から、自身が経営する会計
事務所を従業員持株信託（EOT）へ移
行した事例が紹介された。第三者への
売却やマネジメント・バイアウト（MBO）
を断念し、EOTモデルを選択した理由は、
事務所の文化や従業員を守り、事業の
継続性を確保するためであり、EOTモデ
ルでは従業員が金銭的リスクを負うことな
く間接的に会社の所有権を持ち、創業者
は数年かけて段階的に対価を受け取る。
ガバナンス体制やリーダー育成が課題で
あるが、EOTモデルは中小事務所にとっ
て持続可能かつ包摂的な選択肢であり、

国際的にも関心が高まりつつあるとされ
ている。

＜注＞
1  　SMP AGのメンバー紹介は、以下参

照

https://www.ifac.org/who-we-

are/advisory-groups/small-and-

med ium -p rac t i c e s - adv i so r y -

group

（2025年 6月17日閲覧）

2  　IESSAについては、IESBAウェブサイ

ト参照

https://www.ethicsboard.org/

publications/final-pronouncement-

international-ethics-standards-

sustainability-assurance-including-

international

（2025年 6月17日閲覧）

3  　マルチステークホルダーサミットは、以

下のIFACウェブサイト参照

h t tps : / /www. i f ac .o rg /news -

events/2025-04/ifac-and-iesba-

a l o n g s i d e - i a a s b - c o n v e ned -

successful -mul t i -s takeholder -

s umm i t - g l o b a l - s t a n d a r d s -

focused

（2025年 6月17日閲覧）

4  　東京商工会議所　中小企業活力向上

プロジェクトは、以下のウェブサイト参照

https ://www.tokyo-cc i .or . jp/

soudan/katsuryoku/

（2025年 6月17日閲覧）

5  　Coachbarについては、以下のウェブ

サイト参照

https://coachbar.io/

（2025年 6月17日閲覧）

6  　本誌2025年 7月号52頁以下「国際

監査・保証基準審議会（IAASB）会議報

告（2025年 3月会議）
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